
【【３２】天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策【経済産業省】（１／４）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年、地震や集中豪雨、台風などの大規模災害の発生頻度が高くなっており、
停電により社会経済活動や市民の生活環境に甚大な影響が及ぶ事態が生じて
いる。このため、災害時にも対応可能な停電対応型の天然ガス利用設備の導入
等を支援し、停電時の避難所等の強靭性の向上等を図る。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPIの定義＞

（避難施設等のうち、停電対応型の天然ガス利用設備の導入を行った避難施設等の数）
/（停電対応型の天然ガス利用設備の導入を行う必要な避難施設の数（2,580箇所）

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
本対策により支援を行うことで、自治体による避難施設等への停電対応型の天然ガス利
用設備の導入が進み、KPIが進捗する。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

指標
位置
づけ

単位

現状値
（年度）
※計画
策定時

R3 R4 R5 R6 R7 うち5か
年

アウ
トプッ
ト

５か
年

【経産】避難施設
等への停電対応
型の天然ガス利
用設備の導入等
進捗率

KPI %
52.6
（R1）

87.6 89.4 103.5 -
100

（R7）

アウ
トカ
ム

中長
期

- - - - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状
況

都市ガス供給区域において、災害時の徒歩による避難圏内（半径2㎞）に
利用可能な施設を維持するため、整備が必要な箇所数として設定したも
の。

予算投入
における
配慮事項

・政府想定の地震対象エリア及び政令指定都市等、また、熊本地震・北海
道胆振東部地震の被害地域のうち、中圧ガス導管で供給を受けている
施設については補助率を１／２に設定している。

（上記に該当しない場合は補助率１／３）

地域条件
等を踏ま
えた対応

・ 政府想定の地震対象エリア及び政令指定都市等、また、熊本地震・北海
道胆振東部地震の被害地域のうち、中圧ガス導管で供給を受けている
施設については補助率を１／２に設定している。

（上記に該当しない場合は補助率１／３）

1

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット
予算額（国費） 1,234 2,897 0 0 0 4,130

執行済額（国費） 893 1,531 0 0 2,424

＜地域条件等＞
上記のとおり

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
都市ガスが普及している区域の中でも、当該施策を用いて設備導入を行った地
域にばらつきが生じている。
当該施策を認知してもらい導入申請につなげるため、戦略的な広報として、活
用事例紹介のほか、SNS広告等を実施した。また、申請が少ない地域において
重点的に勉強会や公募説明会を実施し、補助金活用や申請にあたっての課題
解決に向けた対応を行った。

＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜取組例＞

K
P
I

達
成
率

【KPI】避難施設等への停
電対応型の天然ガス利用
設備の導入等進捗率

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
■人手不足や工事の長期化により年度内事業完了が難しく、導入を見送る

事例がある。
■半導体の高騰に伴い設備が値上がりし、導入を見送る事例がある。

【３３２】天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策【経済産業省】 （２／４）

Facebook Instagram
Facebook 3

429,389

WEB

令和５年度時点で５か年完了時の目標（2,580箇所）を上回る2,670箇所について
整備済みとなり、目標を達成した。

HP

2

施策名
当初計画における

整備数
加速化後の

整備数
加速化の考え方

天然ガス利用設備による災害時の
強靱性向上対策

1,932 2,580

加速化・深化分予算を措置することにより、
避難施設等のうち、地域住民に物資・食
料・情報等を提供する機能を有する施設
の整備支援を重点的に実施

＜加速化・深化の達成状況＞
本対策により、令和４年度末までの整備数を向上させる

※
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【【３２】天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策【経済産業省】 （３／４）

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

■５か年加速化対策等により実施している停電対応型天然ガス利用設備の導入対策により、全国各地で停電時の避難所等
の強靱性の向上が図られている。

3

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

■令和５年度時点において、全国2,670箇所の避難施設等へ天然ガス利用設備の導入を実施。

【【３２】天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策【経済産業省】 （４／４）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

4

５か年加速化目標である、令和７年度までに停電対応型天然ガス利用設備導入施設数2,580箇所について、令和５年度末時
点で整備箇所が2,670箇所となり、目標を達成した。
令和６年においても能登半島地震が発生するなど、近年、地震や集中豪雨、台風などの大規模災害の発生頻度が高くなって
いる。
しかし、都市ガスが普及している区域の中でも、当該施策を用いて設備導入を行った地域にばらつきが生じていることから、引
き続き整備に取り組む。
避難所への停電対応型の空調設備等の導入は、災害時における避難所の生活環境確保や二次被害防止のために効果的で
あるため、勉強会や公募説明会の実施、活用事例の紹介、SNS広告等による当該施策の認知拡大を図り、導入申請の促進
につなげていく。

4
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【【３３】地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所の確保等支援対策【財務省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

地方公共団体が、台風等の襲来に備え、廃棄物仮置き場や避難場所の確保等を図る場合に、
地方公共団体からの求めに応じて、国有財産（未利用国有地や宿舎等）を無償で提供する。

KPI

※

＜KPI・指標の定義＞

（未利用国有地等を管轄している財務局等のうち、リストを整備している数）／（未利用国有地等を管轄して
いる財務局等の数）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

これまで未利用国有地等を管轄している全ての財務局等において未利用国有地等のリストを
整備しており、引き続きリスト整備に務める。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
なし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【財務】災害発生時に
提供可能な国有財産
のリストを整備している
財務局等の割合

KPI ％ 100（R2） 100 100 100 100
100

(R12)
100
（R7）

５か年

【財務】災害発生時に
提供可能な国有財産
のリストを整備している
財務局等の割合

KPI ％ 100（R2） 100 100 100 100 －
100
（R7）

アウト
カム

中長期 － － － － － － － － － －

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・地方公共団体が台風等の襲来に備え、廃棄物仮置き場の確保等を図る場合等発
災前にも地方公共団体の求めに応じて速やかに未利用国有地等を無償で提供で
きるよう、財産を管轄する財務局等において、未利用国有地等のリストを整備する
ことを目標値に設定。

予算投入に
おける配慮
事項

－

地域条件等
を踏まえた
対応

なし

1

③目標達成に向けた工夫
＜直面した課題と対応状況＞

災害時に迅速な情報提供ができるよう、引き続き未利用国有地等のリスト整備に務める。

＜コスト縮減等の取組例＞
該当なし

④目標達成の見通し

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
特になし

＜加速化・深化の達成状況＞
令和５年度において目標達成。今後も継続的に未利用国有地等のリストを更新しつ

つ、地方公共団体が災害対策を行う場合に、地方公共団体からの求めに応じて事前に
無償で貸し付けることなどができるように準備する。

なお、令和６年能登半島地震では未利用国有地等のリストを提供し、地方公共団体
からの求めに応じて無償で貸付けなどを行った。

令和５年度において目標達成。今後も未利用国有地等のリストを各財務局等において整備
するよう努めることから 、令和７年度も目標達成見込み。

＜地域条件等＞
なし

【【３３】地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所の確保等支援対策【財務省】 （２／２）
４．整備効果事例

①①効果事例の概要（全国的な状況）
整理された事例なし

②効果事例の概要（個別地域の例）

2

■令和４年に発生した台風４号及び台風11号の接近に備え、沖縄県からの求めに応じて、高台に位置し浸水
被害を受けにくい未利用国有地等を無償提供した。これにより、宜野湾警察署が使用する資材及び車両の
一時避難場所の確保に貢献した。

○土地 ： 3,944.76㎡
○建物 ： 757.73㎡（建築面積）

交通裁判総合庁舎であった財産について、沖縄総合事務局において
売却等に向けた手続を進めていたところ、沖縄県からの求めに応じて
貸付けたもの。
※本財産については、宜野湾市への売払いを決定し、契約締結に向け手続中

(令和７年１月時点）。

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

■現状として必要な体制整備ができており、未利用国有地等の情報提供もできている。災害時に迅速な情報
提供ができるよう、今後も継続的に未利用国有地等のリスト整備に務める。

■令和６年能登半島地震発災時には、能登町等からの求めに応じて、未利用国有地等を廃棄物仮置場等と
して無償で提供したほか、石川県からの求めに応じて、国家公務員宿舎を、被災者の二次避難先や応急的
な住まいとして無償で提供した。

（無償提供実績R7.1.31時点）
○廃棄物仮置場：１件、1,087.04㎡ ○応急仮設住宅敷地：２件、2,010.58㎡ ○小学校仮設校舎敷地：１件、409.05㎡
○国家公務員宿舎：102戸
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【【３４－１】警察における災害対策に必要な資機材に関する対策【警察庁】（１／２）
１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害時における救出救助等の警察活動を適切に行うため、災害対策に必要な資機材の整備
を行う

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
① （現状の整備数）/（全47都道府県警察における災害対策に必要な資機材（フルボディーハーネス等）の整備定数）×100
②（現状の整備数）/（全47都道府県警察における災害対策に必要な資機材（防振手袋等）の整備定数）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
必要な資機材の整備によりKPIが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

５か年

【警察】全47都道府県警察
における災害対策に必要
な資機材（広域緊急援助隊
が高所において救出救助
活動を行う際に必要なフル
ボディーハーネス約5,000
式等）の更新整備率(①)

KPI ％ 27（R1） 64 100 100 100 -
100

（R7）

【警察】全47都道府県警察
における災害対策に必要
な資機材（広域緊急援助隊
が削岩機等を用いて救出
救助活動を行う際に必要な
防振手袋約2,000式等）の
新規整備率(②)

KPI ％ 0（R1） 0 33 33 66 -
66

（R7）

【警察】大規模水害等発生
時における警察署等の災
害警備活動の維持に必要
な資機材の整備率

KPI ％ 60（R2） 60 100 100 100 -
100

（R4）

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） 274 280 1,538 0 131 2,223

執行済額（国費） 264 278 1,491 0 2,035

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

1

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
両KPIとも着実に進展している。KPI①は既に目標を達成済み、KPI②も令和5年度補正予算等

の執行により、目標を達成する見込み。

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

全47都道府県警察における災害
対策に必要な資機材（フルボ
ディーハーネス等）の更新整備

令和９年度 令和７年度
必要な整備数と毎年度の平均的な予算規模
より算定

全47都道府県警察における災害
対策に必要な資機材（防振手袋
等）の新規整備

令和９年度 令和７年度
必要な整備数と毎年度の平均的な予算規模
より算定

５か年加速化対策（加速化・深化分）の各年予算執行額（累計）

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

KPI 47

100

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、必要な資機材の更新整備、新規整備ともに、完了時期を２年前倒し

③目標達成に向けた工夫

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

資機材の調達においては、一般競争入札を基本としており、適切な予算執行を行っている

対策の優先度等の考え方

目標値の考え方・見直し状況

・①全47都道府県警察における災害対策に必要な資機材（フルボディーハーネス等）の整備定数については、
広域緊急援助隊及び緊急災害警備隊の定員数、②全47都道府県警察における災害対策に必要な資機材
（防振手袋等）の整備定数については、広域緊急援助隊の定員数を踏まえて目標値を設定

予算投入における配慮事項 ・近年の災害等のほか、現在の整備状況等を踏まえ、優先順位をつけて資機材の整備を推進

地域条件等を踏まえた対応 ・災害対策に係る全国的な施策であるため、地域条件を限定した施策ではない

＜直面した課題と対応状況＞
物価上昇等の影響により、整備計画の達成に懸念が生じるおそれがあったが、整備を推進し

た

1

2

＜地域条件等＞
災害対策に係る全国的な施策であるため、地域条件を限定した施策ではない

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
当初に想定した整備計画を実施できるよう、コスト縮減等の工夫継続により、昨今の物価高等

への対応が必要

1

2 3

KPI 47

4 5

54

3

【【３４－１】警察における災害対策に必要な資機材に関する対策【警察庁】 （２／２）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

2

②効果事例の概要（個別地域の例）

激甚化・頻発化する気象災害、今後発生が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模地震等に的確に対処できるよう、引き続き、災害

対策に必要な資機材の整備を進める必要。

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

実施主体：警察庁

事業概要：災害現場において高所からの下降及び引き上げを安全に行うとともに、落下
時に衝撃を軽減するために必要な資機材（墜落制止用器具(フルボディーハーネス））
を全47都道府県警察の広域緊急援助隊及び緊急災害警備隊用に約5,700式整備する

事業費：約2.0億円
（うち３か年緊急対策による事業費約0.6億円、

５か年加速化対策による事業費約1.0億円）

実施主体：兵庫県警察、宮崎県警察等

実施場所：石川県輪島市等

効果：令和６年能登半島地震の発生時、石川県内
では、土砂崩れ等により道路が寸断され、多数
の地域で孤立集落が発生した。

兵庫県警察の航空隊及び宮崎県警察の広
域緊急援助隊は、石川県輪島市内の孤立集落
に警察用航空機（ヘリコプター）で向かい、 ３か
年緊急対策及び５か年加速化対策により警察

     庁が全国警察に配備した墜落制止用器具（フ
ルボディーハーネス）を有効に活用して、救助を
求めた住民３人をホイスト装置により救助した。

墜落制止用器具（フルボディーハーネス

全47都道府県警察に約5,700式を整備
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【【３４－２】警察機動力の確保に関する対策【警察庁】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害発生時における被災地での警察活動（被災者の避難誘導・救出救助、被災地の治安及
び交通安全の確保等）を迅速かつ的確に実施するため、警察機動力の中核となる警察用航
空機、車両及び船舶の整備を行う。

KPI

※

＜KPI・指標の定義＞

① （警察用航空機のうち更新整備された機数・警察用船舶のうち更新整備された隻数）/（警
察用航空機・船舶の全機数・全隻数）×100
② （更新整備を行った警察車両数）/（令和２年時点で今後更新が必要と判断された老朽化し
た警察車両数）×100
③ （警察用航空機が少なくとも１機以上措置されている都道府県警察の数）/（都道府県警察
の数）×100
④ （警察用航空機の納入機数）/（警察用航空機の納入予定機数）×100
⑤ (更新を行った警察用船舶数（更新を行わなかった場合は１）)/(毎年度において更新が必
要と判断された警察用船舶数（必要と判断されなかった場合は１）)×100
⑥ （警察用航空機の実数）/（警察用航空機の定数）×100

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【警察】減耗更新が必
要な警察用船舶の更
新整備率（⑤）

補足
指標

％ 100（R５） 100 100 100 100 -
100

（毎年度）

【警察】更新年限に到
達した警察用航空機
の更新整備（納入）率
（④）

補足
指標

％ -（R１） 50 87.5 33.3 57.1 -
100

（毎年度）

５か年

【警察】警察用航空機
82機、船舶148隻の更
新整備率（①）

KPI ％ 100（R1） 100 100 100 100 -
100
（R7）

【警察】老朽化した警
察用車両の更新整備
率（②）

KPI ％ 0（R1） 5.6 30.9 43.9 57.5
100

（R12）
-

【警察】全都道府県警
察のうち、警察用航空
機が少なくとも１機以
上措置されている都道
府県警察の割合（③）

補足
指標

％ 100（H29） 96 100 100 100
100

（毎年度）
100

（毎年度）

アウト
カム

中長期
【警察】警察用航空機
の保有率（⑥）

補足
指標

％ 100(R１) 92.8 98.8 96.3 98.8 - 100(R7)

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） 2,229 11,048 6,577 6,233 10,470 36,557

執行済額（国費） 2,035 11,021 4,487 6,204 23,748

２．予算の状況（加速化・深化分） ②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

• 災害発生時における被災地での警察活動を迅速かつ的確に実施するために必要となる警
察用車両、航空機、船舶の整備状況を表す数値を目標値に設定。

• 警察用航空機の運用の最適化及び効率化を目的として、全国の配備・整備計画を見直し、
整備定数を82機（令和5年度末）から78機（令和9年度末まで）にすることとした。

• 都道府県警察における警察用車両の合理的運用に向けた取組の進捗状況等を考慮して、
目標値を見直し、令和12年度末までに延伸することとした。

予算投入に
おける配慮
事項

過去の被災状況のほか、警察用航空機等の現在の整備状況等を踏まえ、更新整備を推進。

地域条件等
を踏まえた
対応

警察機動力の確保に係る全国的な施策であるため、地域条件を限定した施策ではないが、配
備先の都道府県の地理的な特性、災害発生状況等を踏まえて、警察用車両、航空機、船舶の
性能、仕様、装備品等を検討。

1

③目標達成に向けた工夫

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

＜直面した課題と対応状況＞
車両については材料費の高騰等を踏まえ、仕様等の見直し等を行い、コスト縮減を図った。

警察用車両について、車種や仕様の見直し等により、約６億円の削減を行っている。

航空機については、令和２年度から令和３年度にかけて、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の
影響を受けて、警察用航空機の生産工程が大幅に長期化したため、機体の納入が大幅に遅延したが、
納入遅延により警察用航空機が未配備となった地域における災害等の発生に際しては、近隣県から
警察用航空機の応援派遣により対応した。

＜地域条件等＞
警察機動力の確保に係る全国的な施策であるため、地域条件を限定した施策ではないが、配備先の都道府県
の地理的な特性、災害発生状況等を踏まえて、整備を推進している。

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
計画的・安定的な警察用航空機、車両及び船舶の更新を推進することにより、災害発生時における被災地での
迅速かつ的確な警察活動に必要な警察機動力を確保することができ、KPI・補足指標が進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

④④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
【警察用車両】

航空機と船舶（KPI①、③）は既に目標としている水準に達している。車両（KPI②）について
は、コロナ禍や半導体不足の影響による車両製造台数の制限等により令和７年度の達成が
困難である。今後は、制限等が順次緩和されたことから、更新整備計画を着実に推進すること
とし、目標値を令和12年度に延伸する。

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 達成は困難

2

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
• 昨今の不安定な国際情勢の影響による原材料・燃料の高騰に加え、急激な円

安の進行による価格高騰等を踏まえた整備計画の策定等が必要。

• 各都道府県警察において、弾力的に部門横断的な車両の共有を行うなど、車両
の合理的運用に向けた取組を推進しており、こうした運用を踏まえた更新車両
の精査等が必要。

【３３４－２】警察機動力の確保に関する対策【警察庁】 （２／２）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

【警察用航空機】
令和６年能登半島地震に際しては、令和６年１月１日の

発災直後から２月16日現在までの間で、全国の26都道府
県警察から延べ251機の警察用航空機を石川県に特別派
遣して、ヘリテレによる被害状況の情報収集、孤立住民の
救助・搬送、物資輸送、人員空輸等の各種活動を実施した。

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

• 警察用車両及び船舶を安定的に更新し、災害発生時における被災地での迅速かつ的確な
警察活動に必要な警察機動力を確保できるよう、原材料・燃料の高騰や円安の進行も踏ま
え、整備を推進するとともに、仕様の見直し等の取組を継続的に実施する。

• 近年、短時間豪雨の増加に伴い、河川の氾濫等により孤立住民の救助が必要になる事例
や、巨大地震による崩落、津波等で交通網が寸断され、山間部等で孤立集落が多数発生
する事例が頻発しており、警察用航空機の重要性が一層高まっていることから、安全性を確
保しつつ各種災害対応を迅速かつ的確に遂行するためにも、引き続き警察用航空機の更
新整備を着実に推進する。

100％

K
P
I

達
成
率

    

②効果事例の概要（個別地域の例）

原材料・燃料の高騰や円安の進行も踏まえつつ、警察用車両の更新整備を実施し、災害
発生時における被災地での迅速かつ的確な警察活動に必要な警察機動力の確保に努め
ている。

【警察用車両】
令和６年能登半島地震に際しては、石川県警察及び

全国からの特別派遣部隊により編成された特別自動車
警ら部隊等が、被災地の防犯パトロール等の活動を実
施した。

■本対策により、目標期間内の更新車両数を6,500台追加

５か年加速化対策（加速化・深化分）の各年予算額（累計）

• コロナ禍や半導体不足の影響による車両製造台数の制限等が順次緩和された
ことから、更新整備計画を着実に推進する。
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䛆䛆䠏䠐䠉䠏䛇㆙ᐹ施設の⪏災害ᛶ等に関する対⟇䛆㆙ᐹᗇ䛇（䠍䠋䠎）

䠍䠊施⟇ᴫ要

䠏䠏䠊重要ᴗ⦼ホ౯ᣦ標（KPI）等の≧ἣ

災害発生時に被災ᆅでの㆙ᐹ活ື（被災⪅の避難ㄏᑟ・ᩆฟᩆຓ、被災ᆅの἞Ᏻ及び஺㏻
Ᏻ඲の☜ಖ等）の中᰾ᣐ点となる㆙ᐹ施設のᶵ能を☜ಖするため、㆙ᐹ施設の⪏㟈ᨵಟや
ᘓて᭰え等を行う。

KPI

※本対策については加速化・深化分の予算（国費）等を措置していない

䠘KPI・ᣦ標の定⩏䠚
䐟 （㆙ᐹ本部ᗇ⯋及び㆙ᐹ⨫の⪏㟈化᏶஢ ）ᩘ䠋（඲国の㆙ᐹ本部ᗇ⯋及び㆙ᐹ⨫のྜ計 ）ᩘ㽢100
䐠 （令和䠓年度䜎でにᘓ⠏年 㻡ᩘ0年௨ୖ経過したᶵື㝲ᗇ⯋のᘓて᭰え・長ᑑ࿨化᏶஢ ）ᩘ䠋

（令和䠓年度䜎でにᘓ⠏年 㻡ᩘ0年௨ୖ経過したᶵື㝲ᗇ⯋ ）ᩘ㽢100

䠘対⟇の᥎進にకうKPIのኚ化䠚
老朽化対⟇に関する✚ᴟ的な஦ᴗ╔ᡭに䜘䜚、㒔㐨ᗓ┴㆙ᐹ本部及び㆙ᐹ⨫の⪏㟈化⋡は、㻤㻡䠂（ᖹ成
㻞㻡年度末）䛛䜙㻥㻤㻚3䠂（令和５年度末）、ᶵື㝲ᗇ⯋のᘓて᭰え・長ᑑ࿨化⋡は、10䠂（令和ඖ年度末）䛛䜙
40䠂 （令和５年度末）䜈KPIが進ᤖしている。

ᣦ標
఩⨨
䛵䛡

༢఩
⌧≧値（年度）
䈜計画⟇定時

㻾3 㻾4 㻾㻡 㻾㻢 㻾㻣
う䛱㻡䛛年

䜰䜴䝖
䝥䝑䝖

５䛛年

䛆㆙ᐹ䛇災害発生時に
㆙ᐹ活ືの中᰾ᣐ点
となる㒔㐨ᗓ┴㆙ᐹ本
部（㻡1ᗇ⯋）・㆙ᐹ⨫
（1㻘14㻥⨫）の⪏㟈化⋡
（䐟）

KPI 䠂 㻥㻢㻚㻡（㻾1） 㻥㻣㻚㻤 㻥㻣㻚㻥 㻥㻤㻚3 㻥㻤㻚㻡 㻙
㻥㻤

（㻾㻣）

䛆㆙ᐹ䛇災害発生時に
㆙ᐹ活ືの中᰾ᣐ点
となるᶵື㝲ᗇ⯋のう
䛱老朽化（令和䠓年度
䜎でにᘓ⠏年ᩘ㻡0年
௨ୖ経過）したᗇ⯋
（10㝲）のᘓて᭰え・長
ᑑ࿨化⋡
（䐠）

KPI 䠂 10（㻾㻞） 10 㻞0 40 40 㻙
㻢0

（㻾㻣）

䜰䜴䝖
䜹䝮

中長期 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙

ᣦ標 㻾3 㻾4 㻾㻡 㻾㻢 㻾㻣 ⣼計

䜲䞁䝥䝑䝖

ண⟬㢠（国㈝） 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙

ᇳ行῭㢠（国㈝） 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙

䠎䠊ண⟬の≧ἣ（ຍ㏿化・῝化分）

䐠対⟇の優先度等の⪃え᪉、ᆅᇦ᮲௳等

対⟇の優先度等の⪃え᪉

目標値の
⪃え᪉、
見直し≧ἣ

・目標値は対象施設の老朽化≧ἣや㒔㐨ᗓ┴㆙ᐹとのㄪᩚを㋃䜎えたୖで、ᩘ値
化したもの。
➨୍⥺㆙ᐹ活ືの中᰾ᣐ点となる㆙ᐹ施設の⪏㟈ᨵಟやᘓて᭰え等を行う䛣とに
䜘䜚、㆙ᐹ施設の⪏災害ᛶのᙉ化をᅗ䜚、災害時にお䛡る㆙ᐹᶵ能を☜ಖする䛣
とを目的に設定。

・令和䠒年度末の時点において、㆙ᐹ本部及び㆙ᐹ⨫等の⪏㟈ᨵಟの進ᤖ≧ἣは、
㡰ㄪである䛣と䛛䜙、KPIや目標値、対象箇所（分母）等の見直しは未実施。
௒後、㆙ᐹ施設の老朽化≧ἣや本஦ᴗのຠᯝ等も㋃䜎えた目標の設定の見直し
が必要。

ண⟬ᢞධに
お䛡る㓄៖
஦㡯

⪏㟈ᨵಟやᘓて᭰えにྥ䛡たㅖ᮲௳がᩚ⌮䛥䜜た施設について、施設つᶍや඲య
䝁䝇䝖を຺᱌しなが䜙、優先的にண⟬をᢞධ。

ᆅᇦ᮲௳等
を㋃䜎えた
対ᛂ

・඲国的な⪏㟈ᨵಟや老朽化に対する施⟇であるため、ᆅᇦ᮲௳を㝈定した施⟇で
はないが、⪏用年ᩘを施⟇の優先的஦㡯としている。䜎た、ᆅᇦ䛤とのẼ象᮲௳に
㉳ᅉする㆙ᐹ施設のᦆയ≧ἣ等も⪃៖のୖ、対象施設の㑅定を進めている。

䠘ᆅᇦ᮲௳等䠚

1
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令和６年度現在
警察本部等耐震未改修府県（一部抜粋）修府県（一部抜粋）

ி㒔ᗓ㆙ᐹ⪏㟈化⋡
㻣㻢㻚㻥䠂

ᚨᓥ┴㆙ᐹ⪏㟈化⋡
㻥0㻚㻥䠂

ᒸᒣ┴㆙ᐹ⪏㟈化⋡
㻥1㻚3䠂

䠘対⟇௨እにKPI・ᣦ標値のኚ化にᙳ㡪を୚える要⣲とそのホ౯䠚
ヱᙜなし

䐡目標㐩成にྥ䛡た工ኵ

䐢目標㐩成の見㏻し

䠘直㠃したㄢ㢟と対ᛂ≧ἣ䠚
ヱᙜなし

䠘目標㐩成見㏻し判断の⪃え᪉䠚
㒔㐨ᗓ┴㆙ᐹ本部及び㆙ᐹ⨫の⪏㟈化⋡については、５䛛年ຍ㏿化対⟇の目標で
ある㻥㻤䠂を㐩成したが、ᘬき⥆き必要な⪏㟈ᨵಟを実施するண定。

ᶵື㝲ᗇ⯋のᘓて᭰え・長ᑑ࿨化⋡については、ධᮐ不ㄪに䜘䜚ᩚ備計画㐜ᘏが
発生した䛣と䛛䜙、目標年度䜎での╔ᡭがᅔ難とな䛳た。

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 達成は困難

㻞

䠘５䛛年ຍ㏿化対⟇の⟇定後に生じた新たなㄢ㢟䠚
ධᮐ不ㄪに䜘るᩚ備計画㐜ᘏが発生したため、≀౯及びே௳㈝の高㦐等を㋃䜎え
てᩚ備計画を⟇定する必要がある。

䛆䠏䠏䠐䠉䠏䛇㆙ᐹ施設の⪏災害ᛶ等に関する対⟇䛆㆙ᐹᗇ䛇㻌（䠎䠋䠎）

䠐䠊ᩚ備ຠᯝ஦౛

䐟ຠᯝ஦౛のᴫ要（඲国的な≧ἣ）

５䛛年ຍ㏿化対⟇に䜘る
䐟 㒔㐨ᗓ┴㆙ᐹ本部・㆙ᐹ⨫の⪏㟈化（令和䠎䡚５年度）

㆙ᐹ⨫ᗇ⯋㻞0施設対⟇᏶஢
䐠 ᶵື㝲ᗇ⯋のᘓて᭰え・長ᑑ࿨化（令和䠎䡚５年度）

ᶵື㝲ᗇ⯋䠐施設対⟇῭
䛆対⟇๓䛇 䛆対⟇後䛇

令和䠎年度௨㝆の㟈災（能Ⓩ༙ᓥᆅ㟈をྵ䜐）等において、⪏㟈化、ᘓて᭰え・長ᑑ࿨
化対⟇῭䜏の施設については、活ືᣐ点として౑用不能とい䛳た被害ሗ࿌はཷ䛡てお
䜙䛪、㆙ᐹ活ືの中᰾ᣐ点となる施設のᶵ能を⥔ᣢし、災害時にお䛡る㆙ᐹᶵ能の☜
ಖにᐤ୚したもの。

㒔㐨ᗓ┴㆙ᐹ本部及び㆙ᐹ⨫の⪏㟈化については、計画の実施≧ἣは㡰ㄪであ
䜚、ᘬき⥆き対⟇を実施する䛣ととする。
ᶵື㝲ᗇ⯋のᘓて᭰え・長ᑑ࿨化については、工期のᘏఙや計画ኚ更等のၥ㢟も
ᢪえてお䜚஦ᴗ進ᤖが㐜䜜ているため、施⟇の見直しが必要である。
施設のᘓて᭰え等については、≀౯及びே௳㈝の高㦐等を㋃䜎えてᩚ備計画を⟇
定するな䛹し、目標㐩成を目ᣦす。

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

取組状況

効果状況

䐠ຠᯝ஦౛のᴫ要（ಶูᆅᇦの౛）

䠘䝁䝇䝖⦰ῶや工期▷⦰のྲྀ⤌౛䠚
ヱᙜなし

自↛災害等を㋃䜎えたㄢ㢟䜈の
対⟇として、ᶵື㝲ᗇ⯋にお䛡る
電Ẽᐊ・非常用発電設備のᒇෆ
ୖᒙ化を計画（䐟ᓥ᰿┴ᶵື㝲）ୖ
䠍㝵ᗋ䝺䝧䝹をᾐỈ᝿定䝺䝧䝹
䜘䜚高く施工し、ὥỈᾐỈのᙳ㡪
のない計画（䐠和ḷᒣ┴ᶵື㝲）

５䛛年ຍ㏿化対⟇に䜘䜚実施している、㒔㐨ᗓ┴㆙ᐹ本部・㆙ᐹ⨫の⪏㟈化及び

㻌㻌㻌㻌㻌㻌㻌ᶵື㝲ᗇ⯋のᘓて᭰え・長ᑑ࿨化の対⟇に䜘䜚、඲国ྛᆅで被害のᢚไにຠᯝ
を発᥹している。

施⟇ྡ
ᙜึ計画にお䛡る

㐩成目標
ຍ㏿化後の
㐩成目標

達成目標の考え方

災害発生時に㆙ᐹ活ືの中᰾ᣐ点とな
るᶵື㝲ᗇ⯋のう䛱老朽化（令和䠓年度
䜎でにᘓ⠏年ᩘ㻡0年௨ୖ経過）したᗇ⯋
（10㝲）のᘓて᭰え・長ᑑ࿨化⋡

40䠂௨ୖ 㻢0䠂௨ୖ
ᕥグ᮲௳に䜘䜚䝸䝇䝖化䛥䜜
た対象施設の更新

＜加速化・深化の達成状況＞
■ 加速化対策により、老朽化した機動隊庁舎における建て替え・長寿命化率を

20％引き上げ
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【【３４－４】警察情報通信設備等に関する対策【警察庁】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害対策に必要な通信を迅速かつ的確に確保し、災害時における避難誘導、被害状況の把
握、被災者の救出救助活動等の警察活動を確保するため、警察情報通信設備等について、
経年劣化等の観点から更新・改修を行う。

KPI

＜KPI・指標の定義＞

①(令和３年度を基準として、設置年数50年を経過した無線中継所を更新・改修した数)／(令和３年度を基準
として、設置年数50年を経過した無線中継所数)×100
②(耐用年数を超過した警察電話用交換装置を更新・改修した都道府県数)／47×100
③(耐用年数を超過した衛星通信システムを更新・改修した都道府県数)／47×100
④(耐用年数を超過したヘリコプターテレビシステムを更新・改修した数)／(耐用年数を超過したヘリコプター
テレビシステム数)×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

機器の調達、設置工事を実施することでKPIが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【警察】令和３年度を基
準として、設置年数50
年を経過した無線中継
所の更新・改修率（①）

KPI ％ 0（R3） 0 0 0 14
100

(R16)
100
（R7）

【警察】令和４年度以
降において、耐用年数
を超過した警察電話用
交換装置の更新・改修
率（②）

KPI ％ 0（R4） 0 0 11 19
100

(R13)
100
（R7）

【警察】令和４年度以
降において、耐用年数
を超過した衛星通信シ
ステムの更新・改修率
（③）

KPI ％ 0（R4） 0 0 0 0
100

(R12)
100
（R7）

【警察】令和４年度以
降において、耐用年数
を超過したヘリコプター
テレビシステムの更
新・改修率（④）

KPI ％ 0（R4） 0 0 29 39
100

(R14)
100
（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） 0 8,818 0 1,537 0 10,355

執行済額（国費） 0 7,589 0 0 7,589

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・設置年数50年を経過した無線中継所並びに耐用年数を超過した警察電話用交換
装置、衛星通信システム及びヘリコプターテレビシステムを全て更新することを５か
年加速化対策の目標に設定。

・５か年加速化対策計画策定時は全ての更新を令和７年度までに完了することを計
画していたが、現設備の整備年度や近年の災害、整備に要する費用を総合的に勘
案し、整備順序を検討するとともに、目標達成年度の再設定について現在検討中。

予算投入に
おける配慮
事項

・一律に耐用年数を超えたものを更新するという手法（定期更新型）から、損傷状況
等を踏まえた修繕・更新（長寿命化型）への転換を図り、経年劣化が著しく運用に
支障を来す障害が発生している機器の更新を優先的に実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 地域や耐用年数によらず、損傷状況等を踏まえた修繕・更新（長寿命化型）への転
換を図り、経年劣化が著しく運用に支障を来す障害が発生している機器の更新を
優先的に実施。

1

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
新型コロナ感染拡大の影響により遅れていた建設工事等が急拡大したことを受け、各種工事

資機材が高騰化・長納期化したほか、工事人員不足等に伴う工事価格の高騰といった課題に
直面しているが、早期契約等により生じた契約差金を有効活用し、前年度のうちに工事に必要
となる物品調達を行うことで工期の短縮やそれに伴う人的リソースの軽減化を図るなど、限ら
れた予算の中で目標達成に向け、取り組んでいる。具体的には、工事で必要となる業者準備
品のうち、特に納期を要する物については前年度のうちに警察庁側で調達しておいて工事業
者に官給することで、これら物品の調達に係る期間を削減でき、工事期間を短縮できる。また、
工事期間を短縮することにより工事業者が確保する人員の確保期間・人数を削減できるため
結果的に工事費全体の削減にも繋がる。

なお、現時点までの進捗状況では全ての更新を令和７年度までに完了することが困難となっ
たため、令和８年度以降の工事完了に向けて整備スケジュールの調整、整備計画の見直し等
を行っている。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
Ｒ５年度の交換機更新工事において、納期が長期化していたネットワーク機器の一部をR4年

度中に先行調達して、Ｒ５年度工事で官給した。

＜地域条件等＞
地域や耐用年数によらず、無線中継所の定期的な点検・診断の結果や機器の障害発生状況

の統計データなどにより、修繕・更新が必要な箇所を選定している。

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

無線中継所の更新・改修 令和８年度

令和７年度（一部）
必要な整備数と毎年度の平均的な予算規
模より算定。

警察電話用交換装置の更新・
改修

令和９年度

衛星通信システムの更新・改修 令和９年度

ヘリコプターテレビシステムの
更新・改修

令和９年度

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
５か年加速化対策計画策定時は全ての更新を令和７年度までに完了することを計画してい

たが、経年劣化が著しく運用に支障を来す障害が発生している機器の更新を優先的に実施し、
全数の完了は令和８年度以降となる見込みである。

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 達成は困難

2

【【３４－４】警察情報通信設備等に関する対策【警察庁】 （２／２）

近年の災害発生状況や警察活動への影響を考慮しつつ、インフラ点検の推進により損傷が
軽微な早期段階での手当てによって施設の長寿命化を図り、設置年数のみで画一的に判断す
るのではなく、経年劣化が著しく真に更新が必要な施設を判断しながら整備計画を再検討する
とともに、着実な更新整備を推進する。

○警察電話用交換装置の設置工事
＜長野・静岡＞

○衛星通信システムの機器搬入・設置工事状況
＜警察庁＞

４．整備効果事例

効果事例の概要（全国的な状況）

効果事例の概要（個別地域の例）

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
近年の物価高、人件費高騰による影響を踏まえ、実施可能な対策の計画優先度を検討し、目標

年度を見直す必要が生じた。

＜加速化・深化の達成状況＞
５か年加速化対策により真に更新・改修が必要な情報通信設備等の更新・改修を当初計画よ
り前倒しで行った。

災害対策に必要な通信を迅速かつ的確に確保できるよう、警察情報通信設備等の更新・改修を
確実に実施することで、災害時における避難誘導、被害状況の把握、被災者の救出救助活動等
の警察活動を確実に資している。

５か年加速化対策（加速化・深化分）の各年予算執行額（累計）

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

100

５か年加速化対策（加速化・深化分）の各年予算執行額（累計）

着
手
済
み
率

100

着
手
済
み
率

100

４

効

５か年加速化対策（加速化・深化分）の各年予算執行額（累計）

Ｋ

達
成
率

0
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【【３５】大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策【総務省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年、激甚化・頻発化する土砂・風水害や切迫化する南海トラフ地震などの大規模災害等に
備えるとともに、緊急消防援助隊の車両・資機材の老朽化を踏まえて、被害状況を早期に把
握するための国と地方自治体の情報共有体制の強化、新型コロナウイルス感染症対策を講
じた応援力の強化など、大規模災害時の広域的な消防防災体制の充実強化を図るため、緊
急消防援助隊の車両・資機材の適切な整備を行う。

KPI
＜KPI・指標の定義＞
①災害対応能力の向上を図るために緊急消防援助隊の車両・資機材の整備数
②後方支援体制向上のための車両の整備済数／必要数（10台）
③情報共有体制の強化に必要な資機材の整備の整備済数／必要数（92基）
④緊急消防援助隊への車両及び資機材を使用しての合同訓練回数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

緊急消防援助隊の災害対応力の強化を図るため、後方支援体制の強化や情報共有体制の強
化などに必要な車両・資機材を整備することにより、激甚化・頻発化する土砂・風水害や切迫
化する南海トラフ地震などの大規模災害等に的確に対応できるようＫＰＩ、補足指標が進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

該当なし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

後方支援体制向上の
ための車両の整備率
（②）

補足
指標

％ 0（R2） 10 10 60 80
100
（R7）

100
（R7）

情報共有体制の強化
に必要な資機材の整
備率（③）

補足
指標

％ 0（R2） 74 75 75 75
100
（R7）

100
（R7）

緊急消防援助隊の車
両・資機材のうち特に
整備するもの（①）

KPI 台 0（R2） 69 70 81 89
110程度

（R7）
110程度

（R7）

アウト
カム

中長期
緊急消防援助隊の合
同訓練実施回数（④）

補足
指標

回 １(R５) １ １ １ 1
５回

（R７）
-

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） 305 1,893 1,233 148 193 3,772

執行済額（国費） 295 1,650 393 67 2,338

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画によ
り緊急消防援助隊の災害対応能力の強化を図るため、効率的な部隊運用ができ
るよう各車両及び資機材の配備を検討。

・国家的非常災害規模への対応に向けた段階的な整備として、近年の災害や各消
防機関での整備状況、整備に要する時間等を総合的に勘案し、概ね５年間の整備
目標を設定。

・ 全国の消防力のバランスを考慮しながら、配備が必要な都道府県への配備を完了
するため、特に整備が必要な車両として22台（後方支援体制の向上のための車両
として10台、救助活動体制の強化のための車両として12台）、情報共有体制の強
化の観点から配備を必要とする都道府県への配備等をするため、特に整備等が必
要な資機材等として92基として設定

・ 令和５年度末までに車両・資機材を配備したことで大規模災害時の広域的な消防
防災体制の充実強化が図られている。

予算投入に
おける配慮
事項

・自らの予算で各消防本部が整備している車両等を把握しながら、大規模災害に的
確に対応するため、必要な車両・資機材の配備を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・全国の消防力のバランスを考慮しながら、大規模災害に的確な活動が行えるよう、
地域の実情に沿った配備を実施。

・緊急消防援助隊の活動を支える後方支援体制の強化については、全国に共通の
課題であり、全国的に整備を実施。

＜地域条件等＞

1

【整備目標と既配備数】
・ 全国への配備を目標とする。
・ 令和６年度までに後方支援体制向上のための車両を

３２台整備（青塗色）
※内、５か年加速化対策にて８台整備

（５か年加速化対策全体では10台を整備予定（＜KPI・指標の定義＞参照））

【後方支援体制の地域実情を踏まえ整備】
・ 都道府県大隊の規模（隊数）
・ 各県大隊の後方支援体制の構築状況

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
新型コロナウイルス感染拡大に伴うサプライチェーンの影響による調達に対しての影響等
があったが、作業工程等の見直しなどにより、順次対応を行っていた。

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
車両及び資機材の調達については、単年で調達できる場合が多いが、以下に示
す課題があったことから、アウトプットが後年度に反映される。
各個別の調達状況を踏まえると、５か年加速化対策期間内には目標達成は可能。

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

緊急消防援助隊の車両・資機
材の整備

令和12年度 令和７年度
配備する車両・資機材の配備完了する時
期として位置づけ

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

【３３５】大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策【総務省】 （２／２）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況、個別地域の例）

【拠点機能形成車】
休憩や宿営等の後方支援に必要な資器材を
積載し、現地指揮本部として活動拠点を形
成し、隊員の活動の後方支援を実施可能

【特別高度工作車】
大規模かつ多様化している特殊災害に
対し、ウォーターカッター機能や排煙
消火機能を活用し、的確に対応

【緊急消防援助隊動態情報システム】
出動隊の活動状況等の情報を
リアルタイムに共有

【情報収集活動用ドローン】
被災地において、近接できない災害現場で
要救助者の捜索や被害状況の把握を迅速に
行い、指揮活動等に活用

緊急消防援助隊における車両・資機材の整備については、計画的に令和１２年度までに整備を
完了する予定であったが、加速化対策により、完了時期を５年前倒しすることが可能となった。

計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、計画的な事業実施をした上で、コスト縮減等
の工夫の継続により、昨今の物価高や人件費の高騰等への対応が必要

長期化する緊急消防援助隊の活動を支えるため、現場指揮所などの拠点や宿営など隊員の後
方支援に活用できるよう拠点機能形成車を未配備の１０自治体に配備した後も、さらなる後
方支援体制の強化を図る必要がある。また、地下空間やトンネル等における災害、大規模倉
庫火災などの災害に対し的確に対応するために、特別高度工作車を１２自治体に整備した後
も、大規模災害時の広域的な消防防災体制の充実強化を図るとともに、緊急消防援助隊の車
両及び資機材の充実強化を図る必要がある。

活動日数 活動隊数 活動人員

８０日以上 ８８日 東日本大震災（平成２３年） ８，８５４隊 ３０，６８４人

２０日～７９日 ２６日 平成３０年７月豪雨 １，３８３隊 ５，３８５人

２４日 静岡県熱海市土石流災害（令和3年） ８１５隊 ３，０９９人

２１日 御嶽山噴火災害（平成２６年） ５４７隊 ２，１７１人

２１日 平成２９年７月九州北部豪雨 １，１７９隊 ４，２０３人

１５日～１９日 １７日 平成２６年８月豪雨による広島市土砂災害 ３９９隊 １，２９６人

１６日 平成２５年台風第２６号による伊豆大島の災害 １１７隊 ５１８人

１０日～１４日 １４日 平成２８年熊本地震 １，６４４隊 ５，４９７人

１２日 令和２年７月豪雨 ５３２隊 １，９９９人

１０日 平成２８年台風第１０号 ２５７隊 １，０４４人

平成２３年以降１０日以上活動する災害派遣実績は以下のとおり

100
％

100
％

5か年加速化対策の予算執行額（累計）0

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

１ 2

3

4

5
令和６年度までに
８県に配備
福島県、三重県、
滋賀県、和歌山県、
佐賀県、大分県、
宮崎県、沖縄県

消防庁において、システムを所管
し全都道府県で運用。

未配備であった37道府県に配備。

北海道、青森県、宮城県、山形県
茨城県、群馬県、埼玉県、千葉県
神奈川県、新潟県、富山県、石川県
長野県、岐阜県、静岡県、愛知県
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県
和歌山県、岡山県、広島県、山口県
高知県、福岡県、長崎県、熊本県
大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

令和６年度までに
11都道府県（12台）に配備
北海道、宮城県、埼玉県、
東京都、静岡県、愛知県、
京都府、大阪府、岡山県、
広島県、福岡県(2)
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【【３６】NBC災害等緊急消防援助隊充実強化対策【総務省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

土砂・風水害、震災等に伴うNBC災害等の特殊災害への対応体制の充実強化を図るため、
緊急消防援助隊の車両・資機材の老朽化を踏まえ、適切な整備を行う。

KPI
＜KPI・指標の定義＞
① NBC災害即応部隊のうち、所要のNBC災害対応資機材が整備された部隊数

[（NBC災害即応部隊のうち、所要のNBC災害対応資機材が整備された部隊数）/（緊急消防
援助隊のうち、毒性物質等が関連する災害に対して、高度かつ専門的な消防活動を行う部
隊数（54部隊））×100]

②全国の緊急消防援助隊に配備している放射性物質対応資器材のうち加速化対策で特に整
備するものとした目標値に対する整備した個数
[（分母のうち加速化対策で実際に整備した個数）/（全国の緊急消防援助隊に配備している
放射性物質対応資機材のうち加速化対策で特に整備するものとした数（9,908個））×100]

③整備資機材の活用技能を維持向上するために必要な専門訓練に対して、消防本部から参
加した年間参加人数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

NBC災害等の特殊災害への対応体制の充実強化を図るために必要なNBC災害対応資機材
及び放射性物質対応資機材の整備を進めることによりKPIが進捗する。

また、整備資器材の効果的活用に資する専門訓練を毎年開催し、消防本部側が訓練に参加
することにより補足指標が維持される。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

５か年

NBC災害即応部隊54
部隊※のうち老朽化し
たNBC災害対応資機
材が最新の知見に基
づき整備された部隊数
及び率（①）

KPI
部隊
（％）

0（R2）
6

(11)
24
(44)

52
(96)

52
(96)

54
（R7）

54
（R7）

全国の緊急消防援助
隊に配備している放射
性物質対応資器材の
うち特に整備した個数
及び率（②）

KPI
個

（％）
0（R2）

6,300
(64)

8,954
(90)

9,458
(95)

9,716
(98)

9,908
（R7）

9,908
（R7）

アウト
カム

中長期
NBC災害対応資機材
を用いた専門訓練へ
の年間参加人数（③）

補足
指標

人 56(R5) 52 58 56 56
54人/年

度
（R7）

-

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） 768 1,723 1,671 105 93 4,359

執行済額（国費） 609 1,681 1,645 0 3,936

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・①の目標値は、NBC災害即応部隊へ最新資機材を充足させることを目指し、当
該部隊の部隊数である54部隊とした。

・②の目標値は、全国の緊急消防援助隊に配備している放射性物質対応資器
材のうち加速化対策で特に整備が必要な資機材数である9,908個とした。

・③の目標値は、NBC災害即応部隊の隊員が専門訓練に毎年参加することを目
指し、各部隊から１名ずつ年間計54名を目標値とした。

・今後、NBC災害等の災害形態の変化や特異な災害等が発生した際には、類似
災害への対応に備えるため、必要な資器材の整備数や訓練回数等を見直し
ていく必要がある。

予算投入にお
ける配慮事項

・土砂・風水害、震災等に伴うNBC災害等の特殊災害は、全国各地で発生しうる
ため、地域バランスや既に所有している資器材等の状況を考慮して、配備の
優先順位をつけている。

地域条件等を
踏まえた対応

・全国の消防力のバランスを考慮しながら、大規模災害に的確な活動が行える
よう、地域の実情に沿った対応を実施。

＜地域条件等（NBC災害対応資機材の整備）＞

1

※緊急消防援助隊のうち、毒性物質等が関連する災害に対して、高度かつ専門的な消防活動を行う部隊（54部隊）

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

NBC災害即応部隊への資機材整備については、対策の推進のほか、消防本部独自の対策等に
より、指標の値が変化する可能性がある。

NBC災害等の災害形態の変化や特異な災害等が発生した際には、類似災害への対応に備える
ため、資器材の整備数や訓練参加人数が変化する可能性がある。

＜直面した課題と対応状況＞
新型コロナウイルスの感染拡大や世界的な半導体不足に伴うサプライチェーンの影響により、
調達への影響等があったが、納品までの履行期限を十分に設けることなどにより、計画通り
の進捗で順次資器材整備を行っている。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
■ 加速化により整備期間を短縮し、集中的に整備することにより調達単価の縮減等を見込んだ。

K
P
I

5

【３３６】NBC災害等緊急消防援助隊充実強化対策【総務省】 （２／２）

③目標達成に向けた工夫

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
現在の調達状況を踏まえると、５か年加速化対策期間内に目標達成となる見込
み。

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

緊急消防援助隊の車両整備等
による災害対応力の強化

令和12年度 令和７年度
10年間で特に必要な資機材の整備につい
て、加速化対策の効果として算定

＜加速化・深化の達成状況＞

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

全国に配備しているNBC災害即応部隊（54部隊）等の資機材の老朽化を踏まえ、最新の
知見に基づき適切に資機材を整備することで、より確実な物質検知やその検知結果にもと
づく確実、迅速な活動が可能となるなど、NBC災害時における災害対応能力の向上を図る。

加速化対策により、緊急消防援助隊における資機材の調達の着手、整備ともに、目標達
成時期を５年前倒し。

震災等に伴う化学工場や研究施設等での災害等において、何らかの有害物質が漏えい等し
た際には、原因物質を検知、特定し、その濃度や放射線量等を測定しながら活動することが
必須である。その中、自然災害の激甚化に伴い、土砂・風水害、震災等によるNBC災害等の特
殊災害の発生リスクについても上昇していることから、災害の様相に合わせた新規資器材の
導入や、それらを有効活用するための訓練内容や体制の充実強化に引き続き取り組んでいく
必要がある。

〈化学剤同定装置〉 〈大型除染システム〉

現場での迅速な分析により、原因物質に応じた確実な対処が可能

【放射性物質対応資機材例】

〈全面マスク〉

〈放射線量率計等〉量率計等〉

目に見えない放射線を検知して、
安全かつ確実な対処が可能

〈〈個人警報線量計〉

【ＮＢＣ災害対応資機材例】

【東日本大震災（2011年）により、毒劇物等による災害が発生した事例】

・宮城県内の災害事例
PCB 含有廃トランスが保管されていた倉庫が津波に流されて、敷地から数百メートルの地点で

発見され、周辺土壌に油漏れが確認された。

・福島県内の災害事例
地震動により、機械に入れられていた薬液（アルカリ脱脂液、合成塩類、メッキ液、六価クロム

メッキ液）がこぼれだし、漏えい事故が発生した。

・埼玉県内の災害事例
地震動により、作業場内の危険物収容器（タンク）から、シアン化ナトリウム、塩酸、無水クロム

酸の希釈混合物が溢れだし、一部が敷地外の排水溝などに流れ出る漏えい事故が発生した。

・栃木県内の災害事例
地震動によりこぼれ出したドラフトチャンバー内の濃硫酸とアルコールが混合し、発熱・発火す

ることで、火災が発生した。

原因物質の検知結果に応じた的確な除染活動等

化学剤検知器を活用 大型除染システムを活用

〈化学剤検知器〉

【配備資機材を用いた訓練状況】

100%

100%

1

2

1

2

55

KPI①NBC災害即応部隊54部隊の
うち老朽化したNBC災害対応資機
材が最新の知見に基づき整備され
た部隊の整備率

KPI②全国の緊急消防援助隊に配
備している放射性物質対応資器材
のうち特に整備したものの整備率

②効果事例の概要（個別地域の例）
整理した事例なし

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

2

33 44
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【【３７】大規模災害等航空消防防災体制充実強化対策【総務省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

大規模災害等発生時、国として緊急消防援助隊の迅速な出動指示やその後の部隊運用を円
滑に行うため、国としての被災地への迅速な職員派遣や被害状況の早期把握のための航空
消防防災体制の充実強化を図るとともに、現状の救助活動などで活用される消防防災ヘリコ
プターの航空機・資機材等を更新整備し、国と連携した災害対応能力の向上と運航の安全性
向上を図る。

KPI
＜KPI・指標の定義＞

➀消防防災ヘリコプター（消防庁ヘリコプター含む。）の配備数
➁緊急消防援助隊への機体及び資機材を使用しての合同訓練回数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

緊急消防援助隊の災害対応力の向上を図るため、現状の救助活動などで活用される消防防
災ヘリコプターを充実させることにより、ＫＰＩが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画に基づ
き、機体配備数の増加や効率的な運用を図り、当該機体等を用いた訓練を実施する
ことにより、機体及び資機材への習熟が見込まれ、実災害発生時においても、緊急
消防援助隊の災害対応能力の向上と運航の安全性向上を図ることができる。

指標
位置
づけ

単
位

現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【総務】消防防災ヘリコ
プター（消防庁ヘリコプ
ター含む。）の配備数
（①）

KPI 機 74（R2）
76

(95%)
77

(96.3%)
77

(96.3%)
80程度
（R7）

80程度
（R7）

アウト
カム

中長期
緊急消防援助隊の合
同訓練実施回数（➁）

補足
指標

回 １（R2） 1 1 1
1回/毎年

度
（Ｒ7）

1回/毎年
度

（Ｒ7）

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） 0 0 0 3,080 0 3,080

執行済額（国費） 0 0 0 0 0

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画によ
り効率的な部隊運用ができるよう各車両及び資機材の配備を検討。

予算投入に
おける配慮
事項

・ ヘリコプターの配備については、機体価格のみの計上ではなく、当該ヘリコプター
の維持管理費用、人員調整（確保、育成等）が各運航団体において必要となること
から、各運航団体と綿密な調整を実施しながら配備を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・全国の消防力のバランスを考慮しながら、大規模災害に的確な活動が行えるよう、
地域の実情に沿った配備を実施。

1

＜地域条件等＞

【消防防災ヘリコプターの配備状況】

1

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
ヘリコプターの配備については、機体価格のみの計上ではなく、当該ヘリコプターの維持管
理費用、人員調整（確保、育成等）が各運航団体において必要となることから、各運航団体
と綿密な調整を実施しながら配備を実施。

＜目標達成見通し判断の考え方＞

令和５年度に措置した予算により消防庁ヘリコプターの整備が順次進むことで、
令和７年度にＫＰＩの進捗が想定。

各個別の調達状況を踏まえると、５か年加速化対策期間内には課題への対応次
第で達成は可能。

22

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

航空機・資機材の整備 令和７年度以降 令和７年度
緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等
に係る基本的な事項に関する計画の達成
年度に合わせ前倒し

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、緊急消防援助隊における車両・資機材の調達の着手、整備ともに、完
了時期を令和７年度に前倒しして設定。

【３３７】大規模災害等航空消防防災体制充実強化対策【総務省】 （２／２）

④目標達成の見通し

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況、個別地域の例）

平成25年伊豆大島土砂災害
現地派遣職員及び救助隊員輸送

令和元年東日本台風（福島県）
ヘリサット※による情報収集

※衛星回線を活用した空撮映像を伝送するた
めの資機材。山岳地域や高層ビル等の地
形の影響が無くどの被災地からでも空撮映
像のリアルタイムな伝送が可能。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
各自治体の配備計画に変更等があった場合、計画当初に想定した配備数を確保
できるよう、コスト縮減等の工夫の継続により、昨今の物価高や人件費の高騰等
への対応が必要

大規模災害等発生時、国としての被災地への迅速な職員派遣や被害状況の早期把握のため
の消防防災ヘリコプターの常時運航体制の確保が必要であると考える。当該計画に基づき、
航空機・資機材等を更新整備し、国と連携した災害対応能力の向上と運航の安全性向上を
図る。

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

＜目標に対する消防防災ヘリコプター（消防庁ヘリコプター含む。）の配備状況

100％ ５

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計） 100％

本対策による消防防災ヘリコプター（消防庁ヘリ
コプター含む。）の配備により迅速な職員派遣や
被害状況の早期把握が可能となった。

消防防災ヘリコプターは、令和５年４月現在、全
国で77機整備され、高速性や機動性を活かした
救急、救助、空中消火、情報収集活動等を行っ
ている。そのうち、消防庁ヘリコプターは、全国で
５機を配備している。

１

２ ４３
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【【３８】地域防災力の中核を担う消防団に関する対策【総務省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

消防団の災害対応能力の向上のため、消防団が使用する車両・資機材の充実・強化を図る。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞

① (特に風水害に対応した十分な車両・資機材を備え救助活動等を行える消防団の数（※）)

/ （各年４月１日時点の消防団数） × 100

（※）風水害対策に必要な６つの資機材全てについて必要数が満たされた消防団

②～⑦ （各資機材について必要数が満たされた消防団の数）

/ （各年４月１日時点の消防団数） × 100

⑧ 各年４月１日時点の消防団数

⑨ 救助用資機材搭載型消防ポンプ自動車等の無償貸付車両を活用して

訓練を実施した回数

指標
位置
づけ

単
位

現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

特に風水害に対応
した十分な車両・資
機材を備え救助活
動等を行える消防
団の割合（①）

KPI ％ 35.7（R2） 38.5 41.5 45.1 52.8
100

（R12）
100

（R7）

排水ポンプの整備
率（②）

補足
指標

％ 77.6（R2) 79.5 81.3 84.3 86.6
100

（R12）
100

（R7）

ボートの整備率
（③）

補足
指標

％ 78.4（R2） 81.2 84.1 84.3 87.9
100

（R12）
100

（R7）

救命浮環の整備率
（④）

補足
指標

％ 77.9（R2） 79.1 81.0 80.2 84.3
100

（R12）
100

（R7）

フローティングロー
プの整備率（⑤）

補足
指標

％ 78.8（R2） 80.2 81.5 83.4 85.5
100

（R12）
100

（R7）

水のうの整備率
（⑥）

補足
指標

％ 85.5（R2） 86.0 86.6 89.0 91.4
100

（R12）
100

（R7）

高視認性雨衣の整
備率（⑦）

補足
指標

％ 46.8（R2） 48.1 50.6 56.4 63.6
100

（R12）
100

（R7）

参考 消防団数（⑧）
参考
指標

団 2,199（R2） 2,198 － －

アウト
カム

５か年

無償貸付車両を活
用した訓練の実施
回数（⑨）

補足
指標

回 ０（R２） 108 579
調
査
中

－ －

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット
予算額（国費） 1,287 2,224 2,224 2,224 2,271 10,230

執行済額（国費） 1,051 2,165 1,482 4,699

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 消防力の整備指針（平成12年消防庁告示第１号）及び消防団の装備の基準（昭

和63年消防庁告示第３号）において定める、地域特性を勘案した数や地域の実情

に応じて必要な数、分団等ごとに必要と認められる数量を各消防団で備える必要

がある。

・ 目標達成の考え方として、風水害対策に必要な主な６つの資機材全てについて必

要数が満たされた消防団としている。そのため、現状値としては比較的低い値と

なっているが、調査で把握しているそれぞれの資機材の達成状況については、ど

の資機材も80％程度目標を達成しているところであり、引き続き対策を推進する。

なお、加速化対策としては、上記の６つの資機材以外も補助対象として、消防団へ

の配備を支援している。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 過去の採択状況・実績等を考慮して予算を配分することで、全国の消防団で車

両・資機材の整備が促進されるよう配慮する。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 令和６年能登半島地震による被災地域について、事業実施に当たる要望調査に

おいて、スケジュールに関して柔軟な対応を行う。

＜風水害対策に必要な主な６つの資機材＞

1
ボート 高視認性雨衣水のう排水ポンプ 救命浮環 フローティングロープ

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

消防団設備整備費補助金によって、市町村が消防団の救助用資機材等を整備する事業に対す

る補助を行ったこと等により、各消防団において風水害に対応した車両・資機材の整備が進んだ結

果、KPIが進捗している。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

アウトプット（特に風水害に対応した十分な車両・資機材を備え救助活動等を行える消防団の割

合）については、本対策の推進のほか、各消防団において実施する車両・資機材の整備状況等に

より、変化するものと考えられる。

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞

＜目標達成見通し判断の考え方＞

目標達成の考え方として、風水害対策に必要な６つの資機材すべてについて必
要数が満たされた消防団としている。そのため、現状値としては比較的低い値と
なっているが、調査で把握しているそれぞれの資機材の達成状況については、ど
の資機材も80％程度目標を達成しているところ、引き続き対策を推進する。
目標達成に向けては、風水害対策の必要性を周知することなどで対策の更なる
加速化を図る。＜資機材の活用の工夫例＞

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

地域防災力の中核を担う
消防団に関する対策

令和７年度以降 令和７年度
加速化対策により、各消防団におけ
る救助用資機材の整備を促進し、完
了時期を前倒し。

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、各消防団における救助用資機材の整備が促進され、完了時
期が前倒しされている。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
自然災害の激甚化・頻発化により消防団の役割が多様化する中、各消防団にお
いて救助用資機材の必要数が見直されることに伴い、新たに配備が必要な資機
材の数量が増加すること。また、それにより、目標達成していた消防団が目標達
成の状態ではなくなることで、達成率が想定より伸びないこと。

【３３８】地域防災力の中核を担う消防団に関する対策【総務省】 （２／４）

100％

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行率

【KPI】 特に風水害に対応した十分な車両・資
機材を備え救助活動等を行える消防団の割合

令和６年９月２０日からの大雨に伴う
排水活動の様子

（石川県穴水町提供）

消防庁が無償貸付する消防ポンプ
自動車等に備えている消防ポンプや、
小型動力ポンプ積載車等に積載して
いる可搬消防ポンプは、本来消火活
動に用いるものであるが、水害時に
おける排水作業にも活用されており、
消防団の災害対応能力の向上に寄
与している。

石川県穴水町では、令和６年９月２
０日からの大雨に伴い、道路冠水が
発生したところ、本事業を活用して配
備した救助用資機材搭載型消防ポン
プ自動車を用いることで、速やかな排
水作業を実施することができた。

災害が多様化する中、消防団に風水害に対応できる十分な車両・資機材が配備さ
れていないことで、災害に対応できる十分な体制が構築されていない状況である。

災害の多様化や新たなニーズを踏まえて補助対象メニューを変更しており、消防団
の災害対応能力の向上を図っている。

【消防庁が貸し付けた車両を用いて訓練を実施する様子】補助対象資機材（チェーンソー）
の操作講習の様子

Ｒ３：4.4％ Ｒ４：9.0％ Ｒ５：14.6％

Ｒ７

1 2 3
4

5

貸し付けた
無償貸付車両

Ｒ６：15.6％

2,196 2,177 2,174

0

1,164
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令和６年台風10号に伴う活動の様子
（鹿児島県湧水町提供）

鹿児島県湧水町では、倒木等の被害
が発生したが、消防団設備整備費補助
金により配備したチェーンソー及び切創
防止用保護衣等を活用し、通行に支障
のある障害物の撤去を効率的に実施す
ることができた。

その他、大分県国東市等では、救命
胴衣を着用し、団員の安全確保をした
上で、トランシーバーを活用し、迅速に
避難誘導や浸水防止等のための土のう
設置作業が実施された。

配備した
チェーンソー

配備した
切創防止用
保護衣等

【３３８】地域防災力の中核を担う消防団に関する対策【総務省】 （３／４）

４．整備効果事例

①①効果事例の概要（全国的な状況）

3

取組状況

消防団が使用する車両・資機材の充実・強化を図ることで、全国各地で消防団の災害対応能力の向上
に寄与する効果が確実に現れている。

効果事例

〇 令和６年能登半島地震及び令和６年台風10号等において、消防団設備整備費補助金等を活用して
配備した車両・資機材を活用することで、各各地の消防団において災害対応能力の向上に寄与した。

〇 ５か年加速化対策等により全国で消防団の車両・資機材整備を集中的に実施している。

対策計 執行額（百万円）

令和元年度
資機材整備の補助・車両の無償貸付
を実施した団体：延べ334市町村

3,051

令和２年度
資機材整備の補助・車両の無償貸付
を実施した団体：延べ751市町村

1,394

令和３年度
資機材整備の補助・車両の無償貸付
を実施した団体：延べ332市町村

1,051

令和４年度
資機材整備の補助・車両の無償貸付
を実施した団体：延べ283市町村

2,166

令和５年度
資機材整備の補助・車両の無償貸付
を実施した団体：延べ247市町村

1,482

令和６年度
資機材整備の補助・車両の無償貸付
を実施した団体：延べ〇〇市町村

未確定

【救助用資機材等を搭載した消防車両イメージ】

【補助対象資機材の例】

令和６年能登半島地震に伴う警戒・巡回を
行う様子（石川県能登町提供）

石川県能登町では、令和６年能登
半島地震において、本事業を活用し
て配備していた救助用資機材搭載型
消防ポンプ自動車を用いることで、巡
視・警戒活動を実施することができた。

その他、無償貸付車両を使用した
管轄地域の被害情報の収集（新潟県
村上市 等）や、搭載資機材の投光器
を用いて夜間の住民救助活動（石川
県羽咋市）がが実施された。

貸し付けた
無償貸付車両

補助金等を活用

【補助対象資機材の例】

【【３８】地域防災力の中核を担う消防団に関する対策【総務省】 （４／４）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

4

４．整備効果事例

②②効果事例の概要（個別地域の例）

山形県鶴岡市では、令和６年７月25日からの大雨
に伴い、100棟以上の住家に浸水被害が発生した
が、消防団設備整備費補助金を活用して配備した
高視認性活動服を着用することで、団員の安全を
確保した上で、活動を実施することができた。

その他、同補助金で配備した投光器と排水ポンプ
を用いた夜間の排水作業（山形県舟形町 等）が実
施された。

＜取組状況＞

近年、災害が激甚化・頻発化していることに伴い、地域に密着し、地
域防災力の中核となる消防団の果たす役割がますます大きくなって
いる。
能登半島地震では、消防団拠点施設の倒壊等により消防団車両の
出動や資機材等の搬出が行えなかった事例や、道路損壊等により
通常の消防車両の通行が困難となり災害現場への迅速な進出が行
えなかった事例などが確認された。

救助用資機材搭載型
小型動力ポンプ積載車

能登半島地震等を踏まえ、機動性の高い小型車両を中心に、救助
用資機材等を搭載した車両を無償で貸し付け、実践的かつ効果的
な訓練を実施するとともに、小型・軽量化された資機材等の整備の
推進等により、消防団の災害対応能力の向上を引き続き図っていく
必要がある。

＜当該エリア内の関連施策の実施状況＞

本対策の関連施策として、住民の避難誘導や救助活
動、消火活動、発災時の巡視・警戒活動等、多岐に
わたる活動を行っている消防団の災害対応能力の向
上を図るため、救助用資機材等を搭載した消防ポン
プ自動車を無償で貸し付ける事業を実施している。

＜災害外力に関するデータ＞

緑色棒グラフは各年の年間日数の合計を有効地点数の合計

で割った値（１地点あたりの年間日数）

青色折れ線は５年移動平均値

赤色直線は長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向

（出典：内閣府作成資料）

〇 令和６年７月25日からの大雨等において、消防団設備整備費補助金を活用して配備した資機材が活用されており、各地域の消防団において災害対応能力の向上に寄与している。

令和６年７月25日からの大雨に伴う活動の様子
（山形県鶴岡市提供）

全国的に大雨や短時間強雨の発生頻度は
増加している。

貸し付けた救助
用資機材等を搭
載した消防ポン
プ自動車を活用
して訓練を実施
することにより、
消防団の災害対
応能力の向上を
図り、地域防災
力の一層の強化
を目指す。

消防団による消防ポンプ自動車
を活用した排水作業の様子

（石川県能登町提供）

補助対象資機材（ボート）
を用いた救助活動の様子
（福岡県うきは市提供）

補助対象資機材（ドローン）
を用いた災害対応講習の様子

配備した
高視認性活動服
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【【３９－１】自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策【防衛省】（１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害を含むあらゆる事態において、自衛隊の使用する飛行場施設等
をはじめとするインフラ基盤の強靭性を強化するため、飛行場施設等
の復旧・活用等に必要な資機材等の取得について、中長期的かつ継
続的に整備し、自衛隊の安定的な運用を確保する。

KPI

＜KPI・指標の定義＞

①（自衛隊の飛行場施設等の資機材等の整備着手事業量）／
（自衛隊の飛行場施設等の資機材等の強化が必要な整備事業量）×１００％

②（自衛隊の飛行場施設等の資機材等の整備事業完了数）/
（ 自衛隊の飛行場施設等の資機材等の整備事業数）×100％

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
令和４年１２月に閣議決定された国家防衛戦略、防衛力整備計画において、大規模災害時等
における自衛隊施設の被災による機能低下を防ぐため、災害対策等を推進することとされたこ
とを踏まえ、インフラ基盤の強靱性を強化するための資機材等の整備も大幅に進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット
予算額（国費） 9 1,963 216 2,077 167 4,431

執行済額（国費） 6 1,710 152 229 2,099

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・本事業は、インフラ基盤の強靱性を強化するための資機材等の整
備事業完了数をKPIとしている。

予算投入に
おける配慮
事項

・台風の被害を受けた基地や、資機材等の老朽度に応じて優先的に
予算を投入。

地域条件等
を踏まえた
対応

・激甚化・頻発化する大雨、台風の発生状況を踏まえ、優先順位をつ
けて対策。

1

③目標達成に向けた工夫
＜直面した課題と対応状況、取組例＞

④目標達成の見通し

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

飛行場施設等の資機材等の整
備

令和１２年頃 令和７年度
自衛隊の飛行場施設等の資機材等の整
備事業完了時期

＜加速化・深化の達成状況＞

＜目標達成見通し判断の考え方＞

自衛隊の飛行場施設等のインフラ基盤の強靱性を強化するため、台風の被害
を受けた基地や、資機材等の老朽度に応じて優先的に資機材等を整備している。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【防衛】飛行場施設等
の資機材等の整備率
①※

【旧】
KPI

％ 0（R2） 63 96 - -
100
（R7）

100
（R7）

【防衛】飛行場施設等
の資機材等の整備完
了率（②）

【新】
KPI

％ 0（R２） 7 40 60 81
100

（R７）
100

（Ｒ７）

５か年

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、自衛隊
施設の強化の整備着
手率（①）※

【旧】
KPI

％ 0（R2） 18 33 - - -
91

（R7）

【防衛】飛行場施設等
の資機材等の整備完
了率（②）

【新】
KPI

％ 0（R２） 7 40 60 81
100

（R７）
100

（Ｒ７）

アウト
カム

中長期 - - - - - - -
-

- -

100％

防衛力整備計画を推進すること
により飛行場施設等の資機材等の
取得も加速化が期待され、目標達
成の見込み。

■本対策により完了時期を５年前倒し

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
該当なし

【【３９－１】自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策【防衛省】 （２／２）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

2

４．整備効果事例

■航空機等の安定的な運用

✓ 簡易防護壁は、航空機及び施設等の防護、大雨等の際の事

前の設置による冠水等の防止、災害発生時における土砂の土

留めや河川氾濫時の塞ぎ止め等を行うことができるものである。

✓ 当該資機材等を整備することで、災害発生時等における基地

の被害復旧活動等に必要な能力の維持及び基地インフラ基盤

の安定的な運用が可能となった。

整備場所：航空自衛隊（築城基地、新田原基地、那覇基地）

■災害派遣活動拠点の安定的な運用

✓ 大雨や台風等の被害を想定した点検を行った結果、基地の非

常用電源に老朽化が起因となる機能上の不具合が確認された。

✓ 非常用電源を整備することで、大規模災害における突発的な停

電の際に、安定した電力を確保し、災害派遣活動拠点である基地

の安定的な運用が可能となった。

整備場所：航空自衛隊（岐阜基地、小松基地、築城基地等）

近年、激甚化、頻発化する自然災害に対応するため、引き続き、飛行場施設等の復旧・活用等に必要な資機材等の取得について、中長期的かつ継続的に整備

し、自衛隊の安定的な運用を確保する。
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＜KPI・指標の定義＞

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

令和４年１２月に閣議決定された防衛力整備計画において、大規模災害時等における自衛
隊施設の被災による機能低下を防ぐため、被害想定が甚大かつ運用上重要な駐屯地・基地等
から、津波等の災害対策等を推進し、駐屯地・基地等の施設及びインフラの強靱化等を進める
こととされた。これらによって、自衛隊のインフラ基盤強化対策が大幅に進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

【【３９－２】自衛隊のインフラ基盤強化対策【防衛省】（１／２）

１．施策概要

災害を含むあらゆる事態において、自衛隊の使用する飛行場施設・港湾施設等をはじめとするインフラ基
盤の強靱性を強化するため、点検を実施の上、自衛隊の飛行場施設・港湾施設等の更なる施設機能強
化について、中長期的かつ継続的に実施し、自衛隊の安定的な運用を確保する。

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・令和２年１２月までに老朽度等を点検した結果を踏まえ、自衛隊施設のインフラ基
盤強化に必要な事業を金額ベースで計上。

・防衛力整備計画（令和４年１２月）において施設の強靱化を加速化することとしてお
り、令和５年度までに目標値を上回るインフラ基盤強化事業に着手した。

・本事業のＫＰＩは、①整備着手率で管理していたが、「実施状況の在り方」を踏まえ、
効果発現の進捗状況を明確に示すため②整備完了率をＫＰＩとする見直しを行った。

予算投入に
おける配慮
事項

・施設の重要度や緊急性、老朽度に応じて予算を投入。

地域条件等
を踏まえた
対応

・駐屯地・基地等の重要度や大規模自然災害の蓋然性に応じて優先順位をつけ対
策を実施。

1

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
我が国が戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に直面する中、防衛力の抜本的強化が必要と
なり、部隊運用の基盤となる施設の強靱化を図ることとなった。
全国の駐屯地・基地に保有する２０，０００棟以上の施設を効率的に整備するため、駐屯地・
基地等ごとの整備計画を策定の上、整備を実施する方針。
現在、駐屯地・基地ごとの整備計画を策定中であり、その整備計画や施設の重要度を踏まえ
優先順位を付けて整備を実施する。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

① （全国の駐屯地・基地のインフラ基盤の強化の整備着手事業量）
／（全国の駐屯地・基地のインフラ基盤の強化が必要な整備事業量）×１００％

② （R２年度時点で全国の駐屯地・基地のインフラ基盤の強化が必要とされた事業のうち完了した事業数）
／（R２年度時点で全国の駐屯地・基地のインフラ基盤の強化が必要とされた事業数）×１００％

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、インフラ
基盤の強化の整備着
手率（①）※

【旧】
KPI

％ 0（R2） 9 32 - -
100
（R8）

85
（R7）

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、インフラ
基盤の強化の整備完
了率（②）

【新】
KPI

％ 0（R２） 13 21 37
100

（R１１）
56

（R7）

５か年

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、インフラ
基盤の強化の整備着
手率（①）※

【旧】
KPI ％ 0（R2） 9 32 - - -

85
（R7）

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、インフラ
基盤の強化の整備完
了率（②）

【新】
KPI

％ 0（R２） 13 21 37 -
56

（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） 1,519 2,796 11,737 4,861 12,024 32,936

執行済額（国費） 1,313 2,569 9,917 0 13,800

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

※ 令和４年12月に閣議決定された防衛力整備計画に基づき、施設の強靱化を更に加速化することとし、当初想定していた整備事業
量に基づく進捗管理が困難となったことから、当面の措置として、R２年度時点で整備を予定していた施設の対策完了数へとKPI
の見直しを実施。

④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞

今般の防衛力整備計画における自衛隊施
設の強靱化の施策は、国土強靱化における
自衛隊のインフラ基盤等の強化対策にも資
するものであり、防衛力整備計画を推進す
ることにより加速化が期待され、R２年度時
点で全国の駐屯地・基地のインフラ基盤の
強化が必要とされた事業については、目標
達成の見込み。 （旧KPI（着手率）では
85%(R7)としていた目標値は、新KPI（完了
率）では56%(R7)として換算）

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

全国の駐屯地・基地の自衛隊
施設の整備

令和25年度
令和１１年度
（完了ベース）

旧KPIの対象施設について、完了までに必
要な工期等を踏まえ、完了時期として換算

＜加速化・深化の達成状況＞

４．整備効果事例
①効果事例の概要（全国的な状況）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

● 実施主体 ： 防衛省 航空自衛隊
● 対策の概要 ： 進入角指示灯、進入灯及び離陸目標灯のLED化
● 事業費 ： 約３億円
● その他 ： 岐阜飛行場は、航空自衛隊が所在し、日本の空を守る各種航空機の開

発やペトリオットによる防空、補給業務などの任務に当たっている。老朽した進入
角指示灯、進入灯及び離陸目標灯をＬＥＤ化することで、消費電力の削減や温室
効果ガスの削減が見込める飛行場施設として自衛隊施設のインフラ基盤の強靱
性を強化し、安定した飛行場施設を運用を確保する。

＜効果概要＞
老朽した飛行場灯火等を更新し、災害時においても自衛隊の使用する飛行場施設の安定的な運用を確保することが期待。

【３９－２】自衛隊のインフラ基盤強化対策【防衛省】（２／２）

自衛隊の使用する飛行場施設・港湾施設等の耐災害性能の強化に係る整備を実施することにより、災害を含むあらゆる事態における部隊の迅速かつ適切な任務遂行を図るため、引き続き、本施
策を推進する必要がある。
また、今後、実施中期計画の策定に向けては、本施策の実施状況を踏まえつつ、新たに作成するマスタープランを基に、必要な検討を進めていく。

進入角指示灯、進入灯及び離陸目標灯

加速化対策により、完了時期を14年前倒しの見込み。

＜取組状況＞

②効果事例の概要（個別地域の例）

＜取組状況＞

地区 主な取組 計画額

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
特になし

調
査
中

調
査
中
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䛆䛆䠏䠕䠉䠏䛇自⾨㝲施設のᘓ≀等のᙉ化対⟇䛆㜵⾨┬䛇（䠍䠋䠎）

䠍䠊施⟇ᴫ要

䠏䠏䠊重要ᴗ⦼ホ౯ᣦ標（KPI）等の≧ἣ

部㝲運用の基┙となる自⾨㝲施設をᏳ定的に⥔ᣢするため、䠏䞃年緊ᛴ対⟇も㋃䜎え෌点᳨
を実施のୖ、自⾨㝲施設のᘓ≀等の⪏㟈化対⟇、老朽化対⟇をጞめ⪏災害ᛶ能のᙉ化に⧅
がる஦ᴗを実施する。

䠘KPI・ᣦ標の定⩏䠚
䐟 （඲国の㥔ᒡᆅ・基ᆅの自⾨㝲施設のᙉ化のᩚ備╔ᡭ஦ᴗ㔞）

䠋（඲国の㥔ᒡᆅ・基ᆅの自⾨㝲施設のᙉ化が必要なᩚ備஦ᴗ㔞）㽢䠍䠌䠌䠂
䐠 （㻾䠎年度時点で඲国の㥔ᒡᆅ・基ᆅの自⾨㝲施設のᙉ化が必要と䛥䜜た஦ᴗのう䛱᏶஢した஦ᴗ ）ᩘ

䠋（㻾䠎年度時点で඲国の㥔ᒡᆅ・基ᆅの自⾨㝲施設のᙉ化が必要と䛥䜜た஦ᴗ ）ᩘ㽢䠍䠌䠌䠂
䐡 （䝬䝇䝍䞊䝥䝷䞁⟇定が᏶஢した㥔ᒡᆅ・基ᆅ）䠋（඲国の㥔ᒡᆅ・基ᆅ）㽢䠍䠌䠌䠂

䠘対⟇の᥎進にకうKPIのኚ化䠚

䠘対⟇௨እにKPI・ᣦ標値のኚ化にᙳ㡪を୚える要⣲とそのホ౯䠚

ᣦ標
఩⨨
䛵䛡

༢఩
⌧≧値（年度）
䈜計画⟇定時

㻾3 㻾4 㻾㻡 㻾㻢 㻾㻣
う䛱㻡䛛年

䜰䜴䝖
䝥䝑䝖

中長期

䛆㜵⾨䛇඲国の㥔ᒡᆅ・
基ᆅを対象の点᳨⤖
ᯝを㋃䜎えた、自⾨㝲
施設のᙉ化のᩚ備╔
ᡭ⋡（䐟）䈜

䛆ᪧ䛇
KPI

䠂 0（㻾㻞） 1㻤 33 㻙 㻙
100
（㻾㻤）

㻥1
（㻾㻣）

䛆㜵⾨䛇඲国の㥔ᒡᆅ・
基ᆅを対象の点᳨⤖
ᯝを㋃䜎えた、自⾨㝲
施設のᙉ化のᩚ備᏶
஢⋡（䐠）

䛆新䛇
KPI

䠂 0（㻾䠎） 10 14 1㻥
100

（㻾䠍䠍）
㻡㻡

（䠮䠓）

䛆㜵⾨䛇䝬䝇䝍䞊䝥䝷䞁
の⟇定⋡（䐡）

⿵㊊
ᣦ標

䠂 0（㻾５） 㻙 㻙 㻙 㻙
100
（㻾䠓）

䠉

５䛛年

䛆㜵⾨䛇඲国の㥔ᒡᆅ・
基ᆅを対象の点᳨⤖
ᯝを㋃䜎えた、自⾨㝲
施設のᙉ化のᩚ備╔
ᡭ⋡（䐟）䈜

䛆ᪧ䛇
KPI

䠂 0（㻾㻞） 1㻤 33 㻙 㻙
㻥1

（㻾㻣）

䛆㜵⾨䛇඲国の㥔ᒡᆅ・
基ᆅを対象の点᳨⤖
ᯝを㋃䜎えた、自⾨㝲
施設のᙉ化のᩚ備᏶
஢⋡（䐠）

䛆新䛇
KPI

䠂 0（㻾䠎） 10 14 1㻥 㻙
㻡㻡

（䠮䠓）

䜰䜴䝖
䜹䝮

中長期 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙

ᣦ標 㻾3 㻾4 㻾㻡 㻾㻢 㻾㻣 ⣼計

䜲䞁䝥䝑䝖
ண⟬㢠（国㈝） 㻤㻘㻡㻡㻥 3㻘㻡㻡4 㻞㻘3㻢㻤 㻢㻘4㻞㻞 3㻥㻘㻤1㻥 㻢0㻘㻣㻞3

ᇳ行῭㢠（国㈝） 㻢㻘㻢㻣3 3㻘㻞㻢1 㻞㻘㻞㻥3 0 1㻞㻘㻞㻞㻣

䠎䠊ண⟬の≧ἣ（ຍ㏿化・῝化分） （ⓒ୓෇）

䐠対⟇の優先度等の⪃え᪉、ᆅᇦ᮲௳等

1

令和䠐年䠍䠎᭶に㛶議Ỵ定䛥䜜た㜵⾨ຊᩚ備計画において、大つᶍ災害時等にお䛡る自⾨
㝲施設の被災に䜘るᶵ能పୗを㜵䛠ため、被害᝿定が甚大䛛つ運用ୖ重要な㥔ᒡᆅ・基ᆅ等
䛛䜙、ὠἼ等の災害対⟇等を᥎進し、㥔ᒡᆅ・基ᆅ等の施設及び䜲䞁䝣䝷のᙉ㠎化等を進める
䛣とと䛥䜜た。䛣䜜䜙に䜘䛳て、自⾨㝲施設のᘓ≀等のᙉ化対⟇が大ᖜに進ᤖ。

䐡目標㐩成にྥ䛡た工ኵ

䠘直㠃したㄢ㢟と対ᛂ≧ἣ䠚

ᡃが国がᡓ後᭱もཝしく」㞧なᏳ඲ಖ㞀環境に直㠃する中、㜵⾨ຊのᢤ本的ᙉ化が必要
とな䜚、部㝲運用の基┙となる施設のᙉ㠎化をᅗる䛣ととな䛳た。
඲国の㥔ᒡᆅ・基ᆅにಖ᭷する䠎䠌䠈䠌䠌䠌Ჷ௨ୖの施設をຠ⋡的にᩚ備するため、㥔ᒡ
ᆅ・基ᆅ等䛤とのᩚ備計画を⟇定のୖ、ᩚ備を実施する᪉㔪。
⌧ᅾ、㥔ᒡᆅ・基ᆅ䛤とのᩚ備計画を⟇定中であ䜚、そのᩚ備計画や施設の重要度を㋃䜎
え優先㡰఩を௜䛡てᩚ備を実施する。

䠘䝁䝇䝖⦰ῶや工期▷⦰のྲྀ⤌౛䠚

௝ྎ㥔ᒡᆅ ಴ᗜ

䛆分ᩓ䛥䜜たᘓ≀の㞟⣙化に䜘る
䝁䝇䝖⦰ῶຠᯝ ⣙䠏൨෇
⣙䠍䠓൨෇ 䊻 ⣙䠍䠐൨෇䛇

䐟KPIの定⩏・対⟇との関ಀᛶ、対⟇௨እの要⣲のᙳ㡪

対⟇の優先度等の⪃え᪉

目標値の
⪃え᪉、
見直し≧ἣ

・令和䠎年䠍䠎᭶䜎でに老朽度等を点᳨した⤖ᯝを㋃䜎え、自⾨㝲施設のᘓ≀等のᙉ
化に必要な஦ᴗを㔠㢠䝧䞊䝇で計ୖ。

・㜵⾨ຊᩚ備計画（令和䠐年䠍䠎᭶）において施設のᙉ㠎化をຍ㏿化する䛣ととしてお
䜚、令和䠓年度䜎でに目標値をୖᅇる䝨䞊䝇で自⾨㝲施設のᙉ化஦ᴗを᥎進ண定。

・本஦ᴗの䠧䠬䠥は、䐟ᩚ備╔ᡭ⋡で⟶⌮していたが、䛂実施≧ἣのᅾ䜚᪉䛃を㋃䜎え、
ຠᯝ発⌧の進ᤖ≧ἣを明☜に♧すため䐠ᩚ備᏶஢⋡を䠧䠬䠥とする見直しを行䛳た。

・䜎た令和䠓年度䜎でに඲国の㥔ᒡᆅ・基ᆅのᩚ備計画（䝬䝇䝍䞊䝥䝷䞁）を作成し、
新たなᣦ標（䠧䠬䠥）の設定を᳨ウするண定。

ண⟬ᢞධに
お䛡る㓄៖஦
㡯

・施設の重要度や緊ᛴᛶ、老朽度にᛂじてண⟬をᢞධ。

ᆅᇦ᮲௳等
を㋃䜎えた
対ᛂ

・㥔ᒡᆅ・基ᆅ等の重要度や大つᶍ自↛災害の⵹↛ᛶにᛂじて優先㡰఩をつ䛡対
⟇を実施。

※ 令和４年12月に閣議決定された防衛力整備計画に基づき、施設の強靱化を更に加速化することとし、当初想定していた整備事業
量に基づく進捗管理が困難となったことから、当面の措置として、R２年度時点で整備を予定していた施設の対策完了数へとKPI
の見直しを実施。今後、マスタープランの策定が完了後、これに基づく更なるKPIの見直しを実施予定。

䈜 䝬䝇䝍䞊䝥䝷䞁とは、㥔ᒡᆅ・基ᆅ等の඲యを䠎䠔䠏ᆅ༊に༊分して、ಖ᭷するᘓ≀や䝷䜲䝣䝷䜲䞁な䛹について、⌧≧のᢕᥱ・ホ౯を
行い、施設のᶵ能・重要度にᛂじたᵓ㐀ᙉ化、㞳㝸㊥㞳☜ಖのための෌㓄⨨・㞟⣙化等をྵ䜣䛰ᩚ備計画

ヱᙜなし

䐢目標㐩成の見㏻し

䠘目標㐩成見㏻し判断の⪃え᪉䠚

௒⯡の㜵⾨ຊᩚ備計画にお䛡る自⾨㝲施
設のᙉ㠎化の施⟇は、国ᅵᙉ㠎化にお䛡る
自⾨㝲施設のᘓ≀等のᙉ化対⟇にも㈨す
るものであ䜚、㜵⾨ຊᩚ備計画を᥎進する䛣
とに䜘䜚ຍ㏿化が期ᚅ䛥䜜、㻾䠎年度時点で
඲国の㥔ᒡᆅ・基ᆅの自⾨㝲施設のᙉ化
が必要と䛥䜜た஦ᴗについては、目標㐩成
の見㎸䜏。（ᪧKPI（╔ᡭ⋡）で㻥1㻑㻔㻾㻣㻕として
いた目標値は、新KPI（᏶஢⋡）では㻡㻡㻑㻔㻾㻣㻕
として᥮⟬）

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

㻞

施⟇ྡ
ᙜึ計画にお䛡る

᏶஢時期
ຍ㏿化後の
᏶஢時期

完了時期の考え方

඲国の㥔ᒡᆅ・基ᆅの自⾨㝲
施設のᩚ備

令和㻞㻡年度
令和11年度
（᏶஢䝧䞊䝇）

ᪧKPIの対象施設について、᏶஢䜎でに必
要な工期等を㋃䜎え、᏶஢時期として᥮⟬

䠘ຍ㏿化・῝化の㐩成≧ἣ䠚

䛆䠏䠏䠕䠉䠏䛇自⾨㝲施設のᘓ≀等のᙉ化対⟇䛆㜵⾨┬䛇㻌（䠎䠋䠎）

䠘ຠᯝᴫ要䠚
ᘓ≀等の老朽化及び⪏㟈化対⟇をጞめ⪏災害ᛶ能のᙉ化をᅗ䜚、災害時においても、部㝲運用の基┙となる自⾨㝲施設をᏳ定的に⥔ᣢ

䖃実施୺య䠖 㜵⾨┬ ⯟✵自⾨㝲
䖃実施ሙ所䠖 ⯟✵自⾨㝲新⏣ཎ基ᆅ
䖃஦ᴗᴫ要䠖 ᗇ⯋新設 㻾㻯㐀 ⣙㻢㻘㻢00䟝

ᗇ⯋の⪏㟈化
䖃஦ ᴗ ㈝ 䠖 ஦ᴗ㈝ ⣙䠐䠔൨෇

（う䛱５䛛年ຍ㏿化対⟇（ຍ㏿化・῝化分）䠎５൨෇）
䖃ຠ ᯝ䠖 ༡ᾏ䝖䝷䝣ᆅ㟈発生のษ㏕ᛶが高䜎䛳ているな䛛、᝿定䛥䜜る大つᶍなᆅ㟈

発生後においても、基ᆅᶵ能のᏳ定的な運用を⥅⥆する䛣とがྍ能とな䛳た。

５䠊௒後のㄢ㢟 䠘௒後の目標㐩成や対⟇⥅⥆の⪃え᪉等䠚

自⾨㝲施設の⪏㟈化対⟇、老朽化対⟇をጞめ⪏災害ᛶ能のᙉ化にಀるᩚ備を実施する䛣とに䜘䜚、災害をྵ䜐あ䜙䜖る஦ែにお䛡る部㝲の㎿㏿䛛つ㐺ษな௵ົ㐙行をᅗるため、令和䠓年度末
の目標㐩成にྥ䛡、ᘬき⥆き、本施⟇を᥎進する。
䜎た、௒後、実施中期計画の⟇定にྥ䛡ては、本施⟇の実施≧ἣを㋃䜎えつつ、新たに作成する䝬䝇䝍䞊䝥䝷䞁を基に、必要な᳨ウを進めていく。

᪤Ꮡᗇ⯋（䠯䠏䠎年ᘓ設） ⪏㟈ᛶ能を備えた新設ᗇ⯋（䠮䠐年度ᘓ設）

ᩚ備๓ ᩚ備後

䠘ྲྀ⤌≧ἣ䠚䠘ྲྀ⤌≧ἣ䠚

䠐䠊ᩚ備ຠᯝ஦౛
䐟ຠᯝ஦౛のᴫ要（඲国的な≧ἣ） 䐠ຠᯝ஦౛のᴫ要（ಶูᆅᇦの౛）

加速化対策により、完了時期を14年前倒しの見込み。

ᆅ༊ ୺なྲྀ⤌ 計画㢠

䠘５䛛年ຍ㏿化対⟇の⟇定後に生じた新たなㄢ㢟䠚
≉になし

調
査
中

調
査
中
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【４４０】自治体庁舎等における非常用通信手段の確保対策【総務省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害発生時に地上通信網が途絶した際に外部と連絡を取るため、衛星通信を用いた非常用
通信手段を確保する。

KPI

＜KPI・指標の定義＞

（衛星通信による非常用通信手段を整備した市町村・消防本部の数）/（市町
村・消防本部の総数（2,467団体））×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

本対策による市町村・消防本部への支援により、各庁舎における衛星通信に
よる非常用通信手段の整備が進むことにより、KPIが進捗する。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

該当なし

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

５か年

【総務】衛星通信による
非常用通信手段を整
備した市町村・消防本
の割合（対象2,467団
体）

KPI ％ 93.3（R2） 100 100 100 -
100
（R7）

アウト
カム

中長期

自治体庁舎等におけ
る非常用通信手段を
確保した市町村・消防
本部の割合（対象
2,467団体）

補足
指標

％ 93.3（R2） 100 100 100 -
100
（R7）

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） 0 21 20 0 0 41

執行済額（国費） 0 3 13 0 17

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

災害発生時に地上通信網が途絶した際に、外部と連絡を取れ
るようにするため、令和７年度までに、全国全ての市町村・消
防本部において、地域衛星通信による非常用通信手段の整
備を行うこととしている。

予算投入に
おける配慮
事項

地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等の一体的整
備に当たっては、緊急防災・減災事業債の活用が可能。

地域条件等
を踏まえた
対応

我が国では、全国どこでも自然災害が頻発する条件にあるこ
とから、地域に寄らず全国全ての市町村・消防本部に対して
支援を行っている。

＜地域条件等＞

1

※

我が国では、全国どこでも自然災害が頻発する条件にあることから、地
域条件等によらず、地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等に
ついて、都道府県庁と都道府県内の全市町村とを結ぶ一体的な整備を
推進

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞

衛星通信による非常用通信手段の整備が進まない自治体があったこ
とを踏まえ、これらの自治体に対してヒアリング等を実施することにより
整備を推進。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
R3年度補正予算の執行等により、すでに初年度末時点で目標を達成済み。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞ 100％

K
P
I

達
成
率

1 2

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能
□達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

市町村・消防本部における非常
用通信手段の整備

令和９年度 令和７年度

令和７年度までに全市町村・消防本部が地
域衛星通信ネットワークの第３世代システ
ムをはじめとした衛星通信による非常用通
信手段を整備

＜加速化・深化の達成状況＞

【４４０】自治体庁舎等における非常用通信手段の確保対策【総務省】 （２／４）

地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等の一体的な整備の推進

・ 「地域衛星通信ネットワーク」は、災害発生時における非常用通信手
段等として国（消防庁）、都道府県、市町村等を結ぶ衛星通信ネットワー
ク（運営：一般財団法人自治体衛星通信機構）。

・ 第２世代と比べて高性能かつ低コストな次世代システム（第３世代）に
ついて、全国の都道府県、市町村への配備を推進。

第２世代システムの課題

• 整備・維持コストが高く、衛星通信設備の設置数が減少
• 地上通信網の発展等に伴い、相対的に性能面に不満

第３世代システムの特徴

整備コストを大きく削減可能

機器小型化による設置場所の省スペース化

性能面が大きく向上

① 大雨による通信障害が発生しにくい
② 災害現場で柔軟に設置・運用できる
③ 高画質な映像を送受信できる
④ データ通信による多様なアプリケーションを使用できる
⑤ インターネット経由で外部システムに接続できる

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
地域衛星通信ネットワークについては、現行システムの設備老朽化を踏まえ、従来と
比べて高性能かつ低コストであるほか、専用通信網による安定的な通信、画像等の
やり取りにも十分な回線容量、一体的なネットワークといった条件を満たす災害対応
に資する衛星通信システムである地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等
を市町村まで空白なく整備することが重要

■本対策により完了時期を２年前倒し
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【【４０】自治体庁舎等における非常用通信手段の確保対策【総務省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

実施主体：総務省消防庁

実施場所：全国

事業概要：都道府県・市町村等に対して衛星通信を用
いた非常用通信手段の確保を働きかけるとともに、技
術情報の提供を通じて整備を促進する。なお、令和６
年度までに、43道府県が地域衛星通信ネットワークに
係る衛星通信機器を全市町村へ導入又は導入に向け
た具体的な取組に着手した。

事 業 費 ：0.4億円（令和２年度～令和４年度予算）
（うち５か年加速化対策（加速化・深化分） 0.4億円）

効 果：地域衛星通信ネットワークの整備により、災
害発生時に地上通信網が途絶した際に、都道府県や
市町村等が外部と連絡を取ることが可能となり、迅速
で的確な災害対応の実施につながる。また、本事業に
より整備した第３世代システムは、①大雨による通信
障害が発生しにくい、②災害現場で柔軟に設置・運用
できる、③高画質な映像を送受信できる等の効果が見
込まれる。

【事例】地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等の一体的な整備の推進

災害発生時に地上通信網が途絶した際に外部と連絡を取るため、衛星通信を用いた非常用通信手段を確保する。

【【４０】自治体庁舎等における非常用通信手段の確保対策【総務省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）
個個別の整理事例なし

５．今後の課題＜今後の目標達成や対策継続の考え方＞

本対策については、既に５か年加速化対策の目標を達成。
引き続き、地域衛星通信ネットワークの第３世代システムの普及促進等を通じて、衛星通信回線による非常要通信手段の高度化を図り、国・都道府県・市町村の
間の情報伝達体制を充実させる。
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